
平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

770 132 100.00 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

都市政策担当課長
遠藤　毅彦

（ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 770 0 98.90

上乗 □ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 770 0 98.90

□ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

140 0 100.00 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

都市計画課長
小原　延之

（ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 140 0 100.00

上乗 □ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 140 0 100.00

□ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

500 1,836 85.10 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

都市政策担当課長
遠藤　毅彦

（ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 500 1,723 58.91

上乗 □ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 500 1,167 35.70

□ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

290 1,319 86.02 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

都市政策担当課長
遠藤　毅彦

（ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 290 1,154 57.03

上乗 □ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 290 1,255 29.75

□ （ ｍ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

都市計画法に基づく事業認可を受けた
街路事業として、社会資本整備総合交
付金等の補助金を活用しながら、早期
完成を目指した事業展開を図ってい
く。

説明欄：26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

説明欄：

説明欄：

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

都との協定受託事業「新みちづくり・
まちづくりパートナー事業」による市
内の骨格道路整備の事業。

事務事業全体

努力義務的

対象
都市計画法
道路法

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

その他（　　　　　　　　　　　　　）

義務的

一部補助有

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

説明欄：国の社会資本整
備総合交付金事業として
平成２２年度より事業着
手した。
補助率（補助対象額に対
しての補助の割合）
国：社会資本整備総合交
付金　５５/１００
都：市町村土木補助
２２．５/１００
都：総合交付金
１１．２５/１００

市：事業債・一般財源
１１．２５/１００

手段
・

内容

3,567

説明欄：東3･4･19号線整備事業は、同路線の
うち約863ｍ区間を「新みちづくり・まちづ
くりパートナー事業」として都と市の協定に
基づき、用地補償費及び大規模構造物の整備
に係る費用を都が負担し、道路築造に係る設
計・工事費を市の負担として整備する。完成
後は都道としての管理となる。
　平成27年度末の完成に向けて、小金井街道
における無電柱化を含めた道路整備工事に鋭
意取り組んでいく。
　同路線は、西部地区から東久留米駅や東久
留米市役所等の公共施設までのアクセス向上
など事業効果は極めて高く早期の完成を望む
市民要望に的確に応えていくものである。

2,230

道路の整備

説明欄：

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

説明欄：

用地取得面積

182,396

27年度以
降方向性

70,798

説明欄：用地費・補償補
填費・橋梁新設工事費・
電線類地中化工事費、こ
れに付随する委託費等は
東京都負担となり、道路
築造に係る設計・工事費
は、東久留米市負担とな
る。

601,164

現状維持

説明欄：東３・４・５号線整備事業は、平成
２１年度から同路線の約２９０ｍを、都と市
の協定事業による「新みちづくり・まちづく
りパートナー事業」として、平成２７年度末
完成に向け事業着手した。用地費補償費及び
大型構造物築造費等は都が負担し、道路築造
に係る設計・工事費は市が負担する。完成後
は都道としての管理となる。
　早期完成に向け、道路用地の買収を進める
とともに用地が確保できた部分から道路工事
に着手する予定である。
　完成後は、東村山市域（特に久米川駅への
アクセス）とのネットワーク化が図れること
や柳窪地域の総合的な街づくり、防災機能の
向上等が図れることから整備効果は極めて高
く早期の整備が望まれている。

現状維持

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標

現状維持

543,482

727,569
説明欄：東３･４･２０号線整備事業は、同路
線の新座市境までの未完成部分約５００ｍに
ついて、平成２２年度に都市計画事業認可を
取得し、平成２８年度末を事業期間として事
業に着手した。
　早期完成に向け、道路用地の買収を進め、
用地が確保できた段階で道路工事に着手する
予定である。
　本路線の整備による事業効果は、既に事業
中の新座都市計画道路３・４・８号線と広域
的なネットワークの形成、駅東口周辺の活性
化や東部地域の総合的な街づくり、更には市
域北東部地域の雨水冠水対策等も併せて実施
できることから、整備効果は極めて高く早期
の整備が望まれている。

0

都との協定受託事業「新みちづくり・
まちづくりパートナー事業」による市
の骨格道路整備の事業。

302,117

220,465

計画道路整備
延長

用地取得進捗
率

2,057300,060

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

222,577

26年度以
降方向性

1,727

46,978

65,205

現状維持

26年度以
降方向性

07-01-03

都市計画課
街路交通計画係

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

自主的

市全額

東3･4･20号線整備事
業

07-01-04

都市計画課
街路交通計画係

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

724,190 3,379

広域的なネットワークの形成が可能と
なり、駅東口周辺の活性化や東部地域
の総合的なまちづくり、更には市域北
東部の雨水冠水対策を可能とする。

用地取得面積

597,873

意図
広域的なネットワークの形成が可能と
なり、都市間の連絡、近隣市や最寄駅
までのアクセスが容易になる

対象

手段
・

内容

道路利用者

対象 道路利用者

119,648 121,074

計画道路整備
延長

157,945

用地取得進捗
率

1,40858,997

1,445

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

07-01-01

都市計画課
街路交通計画係

全額補助

自主的 義務的

東3･4･19号線整備事
業

根拠
法令
等

事業
形態

東3・4・5号線整備事
業

直営（委託無）

27年度以
降方向性

説明欄：

市全額

44 0

26年度以
降方向性

都市計画法
道路法

直営（委託無）

都市計画法
道路法

東3･4･18号線（市道
110号線）整備事業

一部補助有 市全額

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

義務的

手段
・

内容一部補助有

努力義務的

説明欄：

0 0 0

16,275 987

0 44

0

27年度以
降方向性

廃止(完了･
統合含む)

説明欄：
市負担割合は事業費の
1/2。(市町村土木補助
1/2）
歩道橋撤去工事は、１０
０%都負担

根拠
法令
等

事業
形態

直営（委託無）

意図

26年度以
降方向性

廃止(完了･
統合含む)

市独自上乗せ（上乗・横出）

26年度以
降方向性

0
説明欄：平成２５年４月２日の供用開始と同
時に交通開放しこれをもって、本事業は完了
した。

説明欄：

27年度以
降方向性

努力義務的

26年度以
降方向性

都市計画法
道路法

手段
・

内容
道路用地取得及び道路整備

全額補助

17,262

道路ネットワークを構成し、広域的な
交通処理の円滑化を図る。

対象 道路利用者

計画道路整備
延長

用地取得面積
用地取得進捗
率

27年度以
降方向性

道路利用者

用地取得面積

26年度以
降方向性

3,291

2,112

現状維持
説明欄：
「新みちづくり・まちづ
くりパートナー事業」
は、用地費・補償補填
費・橋梁新設工事費・電
線類地中化工事費、これ
に付随する委託費等は東
京都負担となり、道路築
造に係る設計・工事費
は、東久留米市負担とな
る。
「都道府中清瀬線歩道設
置事業」は、工事等に係
る費用の全額が都負担と
なる。

159,390 9,642

60,405 2,125

現状維持
27年度以
降方向性

4,888

市独自上乗せ（上乗・横出）

1,426

努力義務的

計画道路整備
延長

用地取得進捗
率

意図

547,049

4,505

27年度以
降方向性

直営（委託無）

意図

184,626

自主的

事業
形態

広域的なネットワークの形成が可能と
なり、都市間の連絡、近隣市や最寄駅
までのアクセスが容易になる

07-01-02

都市計画課
土地利用計画担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

事務事業全体

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

道路の整備

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

32,470 5 55.37 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

都市政策担当課長
遠藤　毅彦

（ ｍ ） （ 回 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 32,470 5 53.10

上乗 □ （ ｍ ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 32,470 5 53.10

■ （ ｍ ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

68 2 4 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

都市政策担当課長
遠藤　毅彦

（ 団 体 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 68 2 5

上乗 □ （ 団 体 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 68 2 5

■ （ 団 体 ） （ 回 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

457 1 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

施設建設担当課長
池上　浩一

（ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 457 179 99

上乗 □ （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 457 277 60

□ （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5 0 1 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設建設担当課長
池上　浩一

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 1 1

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 13 0 1

□ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

安全性、快適性が向上した生活道路を
利用できる。

0 1,605

128

研修会等の回数
東久留米市職
員の研修会延
べ参加人数

都市計画道路
延長

大会等への参加
回数

一部補助有

0

説明欄：道路法並びに交通安全対策基本法で
は、道路管理者である市が安全かつ円滑な交
通 を 確 保 す る よ う 規 定 さ れ て い る 。
都市計画マスタープランの主要生活道路・補
助幹線道路を中心に(H23-H27)5箇年実施計画
に基づき整備を進めていく。

その他（　負担金　）

説明欄：道路整備促進のための協議会参加事
業は、計画的な道路整備を進めるために、関
係する自治体と連携して、大会の開催､国会
議員､関係省庁への要請等を行い道路整備促
進に必要な安定した道路財源を確保すること
を目的としているのため引続き参画していく
ものである。

意図

説明欄：道路整備促進のための協議会参加事
業は、計画的な道路整備を進めるために、関
係する自治体と連携して、大会の開催､国会
議員､関係省庁への要請等を行い道路整備促
進に必要な財源確保し安定した道路財源を確
保することを目的としているのため引続き参
画していくものである。

128

27年度以
降方向性

現状維持

89 217

26年度以
降方向性

説明欄：

07-01-06

都市計画課
用地係

根拠
法令
等

自主的 義務的

その他（　負担金　）

市全額

東京地区用地対策連絡協議会

直営（委託無）

一部補助有

07-01-05

説明欄：26年度以
降方向性

説明欄：

都市計画法
道路法

128

128 84 212

26年度以
降方向性

14

直営（委託無）

努力義務的

14

128

14 169 183

82

加入団体数

対象

210

現状維持

手段
・

内容

0

26年度以
降方向性

180165

説明欄：東京都の区市町村全体により組織す
る協議会であり、本事業に対するノウハウの
向上や情報収集などのため継続して参画する
必要がある。

1,605

現状維持現状維持
27年度以
降方向性

説明欄：

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

14

27年度以
降方向性

現状維持

説明欄：東京都の区市町村全体により組織す
る協議会であり、本事業に対するノウハウの
向上や情報収集などのため継続して参画する
必要がある。

現状維持

14

128

説明欄：
現状維持

説明欄：

説明欄：道路法並びに交通安全対策基本法で
は、道路管理者である市が安全かつ円滑な交
通 を 確 保 す る よ う 規 定 さ れ て い る 。
都市計画マスタープランの主要生活道路・補
助幹線道路を中心に(H23-H27)5箇年実施計画
に基づき整備を進めていく。

1,481 1,481

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

0

0

東京都地区用対連参
画事務

道路法　第29条
交通安全対策基本法　第4条

当該年度に整
備に完了した
件数

地域住民対象

現状維持

0 1,521 1,521

補助幹線道路、主要生活道路、危険箇
所(交通ボトルネック等)の整備計画及
び拡幅要望の市民との話し合い。

整備計画予定
のある市道の
件数

当該年度に整備
に着手した件数

広域的なネットワークの形成により、
都市間の連絡、近隣市や最寄駅までの
アクセスが容易になる

道路利用者

収用事業にかかわる地権者に対するメ
リットの拡大。

市独自上乗せ（上乗・横出）

07-01-08

施設管理課
土木工事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市道道路整備計画事
業

全額補助 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

事業
形態

意図

一部補助有

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

用地取得に対しての問題点及び収用事
業として、税の減免の拡大等を東京地
区用対連としてまとめ、上部団体であ
る全国用対連に意見、具申する。

手段
・

内容

都道府県､地方公共団体等で組織され
る協議会で、道路整備の促進､地方の
道路財源の確保のため、大会の開催､
国会議員､関係省庁への要請活動等を
行った｡

安全性、快適性が向上した生活道路を
利用できる。

85,855 4,189 90,044 27,876

事業全体用地
取得面積

54,497 15,473

交付金 (対象事業費)1/4

0

市費(事業費-補助金等) 

説明欄：

土木補助(対象事業費)1/2 

26年度以
降方向性

現状維持

手段
・

内容
道路線形決定、内部調整、地権者交渉

説明欄：残りの事業用地の買収が終了し、併
せて道路築造工事も完了した。なお、平成25
年度で当該事業は終了した。
事業延長L=200m　幅員W=9.0m（車道7.0m＋歩
道2.0m）

負担割合

市道210号線改修事業

用地取得面積

全額補助

説明欄：

道路法　第29条
交通安全対策基本法　第4条

2,279 114 2,393 2,279

廃止(完了･
統合含む)

説明欄：本事業は、市町
村土木補助と交付金、市
単独費で行っている。

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

用地取得率

26年度以
降方向性

07-01-07

施設管理課
土木工事係

根拠
法令
等

廃止(完了･
統合含む)

27年度以
降方向性

全額補助 一部補助有 市全額

対象 地域住民

自主的 義務的

対象 公共用地取得事務に携わる人。

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

努力義務的

義務的
27年度以
降方向性

現状維持

計画に対する
達成率

道路整備促進のため
の協議会参加事業

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

意図

手段
・

内容

根拠
法令
等

自主的

全額補助

都市計画課
街路交通計画係

14 178 192

2,807 57,304

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

事務事業全体

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

道路の整備

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□、■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

700 245 35 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

施設建設担当課長
池上　浩一

（ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 700 0 0

上乗 □ （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ㎡ ） （ ㎡ ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

229,417 554 997 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 228,599 504 795

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 495 570

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

249,585 76 76 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 248,766 74 74

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 248,495 66 66

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

229,417 2 819 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ ｍ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 228,598 7 271

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ ｍ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 0 -30

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ ｍ ）

事業
形態

直営（委託無）

26年度以
降方向性

全額補助

道路及び道路附属施設の機能を常時に
良好な状態に保つため、修繕や改修の
必要箇所を把握し、安全性の確保を図
るため、道路パトロールを実施した。

16,467 26,591

市独自上乗せ（上乗・横出）

一部補助有

20,934

対象

現状維持

現状維持

説明欄：

10,124

説明欄： 26年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

説明欄：市道を安全、快適な状態に保つこと
は道路管理者（市)の責務であり、道路利用
者の不安を取り除き、常に安全、快適に利用
してもらえるようにすることは道路利用者の
安全確保上必要不可欠であるが、道路パト
ロール、修繕箇所の要望等についてはアウト
ソーシングを行っていくべきである。事業費
の一部に道路占用料等が充当されている。8,928

根拠
法令
等

義務的

（国）道路法

10,124

市道（認定・認定外道路）

市が管理する
道路延長

07-01-10

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

施設管理課
道路河川施設担当

道路管理事業

市民からの通報
並びにパトロー
ル実施中に発見
した箇所数

市全額

自主的

手段
・

内容

努力義務的

手段
・

内容市全額

27年度以
降方向性

官民境界の立会

21,56413,120

07-01-11

施設管理課
管財担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

道路・水路境界立会
事務

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

27年度以
降方向性

説明欄：市道を安全、快適な状態に保つこと
は道路管理者（市)の責務であり、道路利用
者の不安を取り除き、常に安全、快適に利用
してもらえるようにすることは道路利用者の
安全確保上必要不可欠であるが、道路パト
ロール、修繕箇所の要望等についてはアウト
ソーシングを行っていくべきである。事業費
の一部に道路占用料等が充当されている。8,928

現状維持

30,649 44,144

20,275

現状維持

26,770
説明欄：境界確定事務は、現在、境界確定を
必要とする市民からの申請及び市が必要とす
る箇所について実施している事務である。地
権者からの申請については、申請者の費用負
担により実施している。尚、申請者の負担と
なっている測量代等については社会通念上の
取引慣行からみて適正である。また、この事
業は、管理者としての責務であり、必要性が
高い。事業費の一部に、道路占用料等が充当
されている。

13,185

現状維持
説明欄：

15,797

27年度以
降方向性

道路等の安全性の確保を図る。

市道、水路の官民境及び
境界確認を申請する市民

修繕件数

7,090

12,006

26年度以
降方向性

現状維持

7,090

34,684

26年度以
降方向性

説明欄：境界確定事務は、現在、境界確定を
必要とする市民からの申請及び市が必要とす
る箇所について実施している事務である。地
権者からの申請については、申請者の費用負
担により実施している。尚、申請者の負担と
なっている測量代等については社会通念上の
取引慣行からみて適正である。また、この事
業は、管理者としての責務であり、必要性が
高い。事業費の一部に、道路占用料等が充当
されている。

（国）国有財産法に準拠

15,797

その他（　　　　　　　　　　　　　）

官民境界の確認

13,495

説明欄：

事業
形態

直営（委託無）

意図

市道及び
水路の延長

境界立会の
申請件数

境界確定の
件数

13,495

対象

市道延長の
認定、廃止、変
更

現状維持
26年度以
降方向性

265

42,567

13,120

27年度以
降方向性

07-01-12

施設管理課
管財担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的
説明欄：

5,759 405

6,426

26年度以
降方向性

現状維持現状維持
27年度以
降方向性

直営（委託無）

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

3427,020

説明欄：

（国）道路法

市独自上乗せ（上乗・横出）

265

市道認定・廃止事務

全額補助

事業
形態

市道の延長

対象

市道の延長
増減量

意図
市道の認定、廃止を行うことにより、
市の整備計画に基づく管理が可能とな
る。

市全額

手段
・

内容

6,161

認定要望のある道路
宅地開発により造成された道路

市道の認定、廃止

342

5,354

対象 地域住民

事業全体用地
取得面積

安全性、快適性が向上した生活道路を
利用できる。

意図

129 4,455

現状維持

6,678

405

現状維持

27年度以
降方向性

現状維持

一部補助有 市全額

努力義務的

07-01-09

施設管理課
土木工事係

根拠
法令
等

自主的 義務的

市道207号線改修事業

全額補助

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：本事業は、市町
村土木補助と交付金、市
単独費で行っている。

26年度以
降方向性

説明欄：平成25年度から用地買収を開始し
た。工事については平成27年度から予定して
おり、平成28年度の完成を目指す。
事業延長L=170m 幅員W=7.0m→W=12.0m（車
道7.0m＋歩道2.5m×2）

説明欄：

負担割合

市費(事業費-補助金等) 

1,081

土木補助(対象事業費)1/2 

説明欄：

道路法　第29条
交通安全対策基本法　第4条

112,023 3,485 115,508 6,150

説明欄：市道認定事務は、道路法及び市道認
定基準に基づいて実施しており、市道を利用
する市民の市民生活に基づく交通網の確保に
つながる。よって、市により本事業を継続す
る必要があり、受益者負担による実施や本事
業の廃止は考えられない。事業費の一部に、
道路占用料等が充当されている。

説明欄：市道認定事務は、道路法及び市道認
定基準に基づいて実施しており、市道を利用
する市民の市民生活に基づく交通網の確保に
つながる。よって、市により本事業を継続す
る必要があり、受益者負担による実施や本事
業の廃止は考えられない。事業費の一部に、
道路占用料等が充当されている。

27年度以
降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）
交付金 (対象事業費)1/4

用地取得率

26年度以
降方向性

道路線形決定、内部調整、地権者交渉

4,326

用地取得面積

手段
・

内容

直営（委託無）

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

事務事業全体

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

道路の整備

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

229,417 2,061 229,417 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ ｍ ） （ ｍ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 228,598 1,888 228,598

上乗 □ （ ｍ ） （ ｍ ） （ ｍ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 1,578 228,327

□ （ ｍ ） （ ｍ ） （ ｍ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

229,417 99 99 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 228,599 105 105

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 105 105

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

229,417 56 56 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 228,598 82 82

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 74 74

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

184 4 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ 箇 所 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 184 2 2

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 184 2 2

□ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ 件 ）

07-01-13

施設管理課
管財担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

道路台帳補正事業

全額補助

市道の整備状況の把握及び地方交付税
の算定基礎資料の提出

意図

道路台帳補正更新

対象 市道（認定道路）

努力義務的

手段
・

内容

7,583

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

（国）道路法

説明欄：

21,863

説明欄：

19,545

27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

13,461

現状維持

11,392

13,461 6,084

14,280

07-01-14

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

道路不法投棄
処理事業

不法投棄物件
数

8,219 19,61111,392

2,370

市道の延長

説明欄：26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持現状維持

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

説明欄：粗大ゴミ等の道路上への不法投棄
は、利用者のモラルの問題もあるが、道路の
安全を確保する上で引き続き、道路パトロー
ルを一層強化しながら、外部委託の可能性を
模索していく必要がある。事業費の一部に、
道路占用料等が充当されている。

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

436

528

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

（国）道路法

286 2,352 2,638 286

2,898

2,312

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

2,748

市道延長 不法投棄物件数

528

436

対象

・市民通報、道路パトロールにより、
不法投棄されたゴミを発見し、不法投
棄者を確認のうえ､投棄者不明の物は
張り紙による警告を行って､一定期間
後､市職員が回収しその後､処理業者に
引き渡す

意図
不法投棄者に回収させる。不法投棄者
が不明の場合市で迅速に回収処分する

直営（委託無）

一部補助有 市道延長
生活道路の安全
性確保

市道上の不法投棄者
市道上の不法投棄物

道路等の安全性の確保を図る。

07-01-15

施設管理課
道路河川施設担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

道路維持事業

事業
形態

全額補助

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

144,813

道路舗装、補修、側溝修繕などを含め
た道路及び道路附属施設の維持管理を
実施した。

208,718

説明欄：市道の舗装状況は悪く、市道利用者
の安全を確保するためには一層事業を進めて
行くべきである。平成22年に作成した「道路
舗装補修工事5カ年計画」の推進を図ってい
く。

133,512

説明欄：

137,998

27年度以
降方向性

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

27年度以
降方向性

生活道路の安
全性確保

26年度以
降方向性

一部補助有

市道（認定、認定外道路）

調査件数
（ 用 途 廃 止 件
数）

20,890 22,278

市道の延長
道路台帳の
補正更新延長

（国）国有財産特別措置法
（市）東久留米市公共物管理条例

法定外公共物（里道、水路）に対し、
機能状況を確認し、財産区域の調査
（測量等）を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

市全額

（国）道路法

26年度以
降方向性

対象

手段
・

内容

手段
・

内容

拡大

198,291

6,233
説明欄：法定外公共物は地方分権一括法によ
り市の財産、管理となったものであり、機能
が廃滅した物件に対し、用途廃止等により普
通財産に所管替えを行い、歳入確保の観点か
ら必要な事業である。事業費の一部に、道路
占用料等が充当されている。

296,075

現状維持

調査件数
（用途廃止件
数）

5,273

現状維持
27年度以
降方向性

11,762

10,427

現状維持
26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

11,301 69,222

1,388

960

2,555 18,246

現状維持

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

232,484

拡大

説明欄：法定外公共物は地方分権一括法によ
り市の財産、管理となったものであり、機能
が廃滅した物件に対し、用途廃止等により普
通財産に所管替えを行い、歳入確保の観点か
ら必要な事業である。事業費の一部に、道路
占用料等が充当されている。

1,388

説明欄： 説明欄：

960

市内の里道、
水路等の箇所
数

意図

対象

努力義務的自主的 義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市の行政財産として機能及び財産管理
を適正におこない、現在、機能が廃滅
した財産について所管替、払い下げを
行う。

法定外公共物（里道、水路）

市全額

事業
形態

07-01-16

施設管理課
管財担当

根拠
法令
等

法定外公共物
特定調査事業

2,55520,801

説明欄：粗大ゴミ等の道路上への不法投棄
は、利用者のモラルの問題もあるが、道路の
安全を確保する上で引き続き、道路パトロー
ルを一層強化しながら、外部委託の可能性を
模索していく必要がある。事業費の一部に、
道路占用料等が充当されている。

説明欄：市町村土木補
助、東京都市町村総合交
付金、環境整備負担金等
を除いた額

27年度以
降方向性

284,313

説明欄：市道の延長は、まちづくりの基礎数
値として地方交付税の算出資料にもなってい
る。また、道路法第28条により道路管理者が
管理、作成しなければならない事業である。
事業費の一部に、道路占用料等が充当されて
いる。

説明欄：市道の延長は、まちづくりの基礎数
値として地方交付税の算出資料にもなってい
る。また、道路法第28条により道路管理者が
管理、作成しなければならない事業である。
事業費の一部に、道路占用料等が充当されて
いる。

27年度以
降方向性

14,280

現状維持

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

事務事業全体

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

道路の整備

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

6,209 4 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 6,209 4 4

上乗 □ （ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 6,209 4 4

□ （ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

3,405 5 5 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 3,405 5 5

上乗 □ （ ｍ ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,405 5 4

□ （ ｍ ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

4 365 365 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

施設管理課長
小林　徹雄

（ 箇 所 ） （ 日 ） （ 日 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 4 365 365

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 日 ） （ 日 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4 366 366

□ （ 箇 所 ） （ 日 ） （ 日 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

233,618 827 85,213 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

施設管理課長
小林　徹雄

（ ｍ ） （ 件 ） （ 千 円 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 233,160 775 79,590

上乗 □ （ ｍ ） （ 件 ） （ 千 円 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 228,327 690 76,584

□ （ ｍ ） （ 件 ） （ 千 円 ）

義務的

全額補助 一部補助有 市全額

サイクリング道路における清掃、植栽
剪定、除草、害虫駆除、植栽、施設補
修を実施した。07-01-17

施設管理課
道路河川施設担当

根拠
法令
等

事業
形態

サイクリング道路維
持管理事業

除草、剪定実
施

4,280

サイクリング
道路除草、剪
定面積

27年度以
降方向性

現状維持努力義務的

対象

26年度以
降方向性

600

その他（　　　　　　　　　　　　　）

現状維持

説明欄：河川の一部を占用し、市民に利用し
て頂いているサイクリング道路を管理するこ
とは必要な事業である。外部委託を既に実施
中である。事業費の一部に、道路占用料等が
充当されている。

3,779

26年度以
降方向性

4,280

意図
サイクリング道路利用者に安全で、身
近に楽しめる水辺環境の形成維持を図
る。

黒目川と落合川のサイクリング道路の
利用者

手段
・

内容

（国）道路法

自主的

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

直営（委託無）

（国）道路法

27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

4,720 811 5,531

説明欄：

4,720

説明欄：

滝山地区の遊歩道の清掃、植栽剪定、
除草、害虫駆除、植栽、施設補修を実
施した。

遊歩道の利用者

遊歩道（自転
車、歩行者用
道路）の延長

27年度以
降方向性

7,284

5,414 1,659

説明欄：

説明欄：

説明欄：環境整備負担金
を除いた額

1,798

除草、剪定実施
件数

7,073

現状維持
27年度以
降方向性

5533,779

1,622

26年度以
降方向性

4,880

4,332

現状維持

現状維持

3,662

3,913

除草、剪定実
施件数

説明欄：遊歩道利用者が安全に自然とふれあ
えるためには、清掃、除草、剪定等が定期的
に行っており、事務事業としては、存続する
必要がある。

3,414

5,913

現状維持

5,662

7,711

除草、剪定実施
件数

意図
遊歩道利用者に安全で、緑に親しみや
すい遊歩道環境の形成維持を図る。

対象

自主的 義務的 努力義務的

市全額全額補助 一部補助有07-01-18

施設管理課
道路河川施設担当

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

事業
形態

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

滝山地区遊歩道維持
事業

07-01-19

施設管理課
道路河川施設担当

駅施設維持管理事業

全額補助 一部補助有

駅施設の清掃、保守点検、植栽管理、
噴水管理、施設補修を実施した。

市全額

駅施設の安全、快適な施設の提供を
図る。

直営（委託無）

対象

27年度以
降方向性

現状維持

説明欄：駅前広場を含めた駅施設は道路付属
物の一つであり、道路管理者の責務である。
また、施設の維持費の財源として有料広告物
の掲示を許可しているが、経済情勢の低迷も
あり申込みが少ない（H21年度に252千円の収
入）。なお、経費の軽減を図る上で、清掃作
業回数の見直しを行ったが、利用する市民か
らの苦情もありＨ24年度より従来の回数に変
更している。

説明欄：駅前広場を含めた駅施設は道路付属
物の一つであり、道路管理者の責務である。
また、施設の維持費の財源として有料広告物
の掲示を許可しているが、経済情勢の低迷も
あり申込みが少ない（H21年度に252千円の収
入）。なお、経費の軽減を図る上で、清掃作
業回数の見直しを行ったが、利用する市民か
らの苦情もありＨ24年度より従来の回数に変
更している。

26年度以
降方向性

説明欄：

20,254 487 20,741 20,254

現状維持

20,65021,203

現状維持

現状維持
27年度以
降方向性

6,264

553

清掃日数

占用許可件数

清掃日数

600

20,650

（国）道路法

手段
・

内容

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的

意図

義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

17,29917,299 17,899

説明欄：
現状維持

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

駅施設の利用者

道路延長

事業
形態

市全額

（国）道路法

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

・条例に基づく道路占用許可

・市が管理する道路を原状に復旧させ
ることにより安全で快適に維持する
・道路の占用による受益者負担を確実
に徴収する

施設の数（昇
降 施 設 、 便
所、噴水、広
場）

07-01-20

施設管理課
管理調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

現状維持
27年度以
降方向性

0

0

説明欄：

説明欄：道路法第32条により権能的事務であ
り、不可欠である。Ｈ24年度より段階的な占
用料の見直しを行った。

26年度以
降方向性

7,449

道路占用許可事務

全額補助 一部補助有

意図

26年度以
降方向性

対象

手段
・

内容 占用料

7,449

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）道路占用料の見
直し
・２４年度見直し済み

0 6,872

0

6,872

現状維持

0

現状維持

説明欄：道路法第32条により権能的事務であ
り、不可欠である。Ｈ24年度より段階的な占
用料の見直しを行った。

0

・市道(認定、認定外道路)の利用者

6,264

説明欄：河川の一部を占用し、市民に利用し
て頂いているサイクリング道路を管理するこ
とは必要な事業である。外部委託を既に実施
中である。事業費の一部に、道路占用料等が
充当されている。

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり

事務事業全体

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標

基本事業番号・名 07-01

特定財源に伴う一般財源

道路の整備

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

6,995 4 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

施設管理課長
小林　徹雄

（ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 6,995 4 4

上乗 □ （ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 6,995 4 4

□ （ ㎡ ） （ 回 ） （ 回 ）

対象

07-01-21

施設管理課
道路河川施設担当

根拠
法令
等

事業
形態

直営（委託無）

自主的 義務的

道路植栽管理事業

全額補助 一部補助有

説明欄：
現状維持

27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

説明欄：説明欄：市道利用者が安らぎと潤いを感じて
もらうため、清掃、除草、剪定等を定期的に
行っており、事務事業としては、存続する必
要がある。
なお経年により倒木等の恐れのある街路樹に
ついては植え替えを行っていきたい。

2,596

努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

道路におけるみどりを植栽管理するこ
とにより道路の景観形成の向上を図
る。

（国）道路法

23,966

道路の緑化面
積

清掃植栽剪定実
施件数

説明欄：環境整備負担金
を除いた額

15,913

26年度以
降方向性

25,924

15,295

16,324

市全額

23,413

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

60025,324

22,895

553

植樹帯清掃、街路樹害虫駆除、街路樹
剪定、街路樹の植栽を実施する。

市道への植栽

25,491

清掃植栽剪定
実施件数

東久留米市


